
情報展開の容易化・統制の
強化

グローバルに情報の展開を容
易化し、ガバナンスを強化

情報の一元化

最新の情報に容易にアクセス
可能、変更履歴も確認が容易

ユーザーフレンドリーな操作

財務諸表の表示科目からの関
連情報へのリンクを設けるなど
必要な情報に容易にアクセス
可能

スピーディーな導入

標準テンプレートの利用により、
スピーディーに導入を進める
ことが可能

容易なアップデート

ワークフローを用いた更新・承
認機能により情報の維持管理
の手間を抑えることが可能

ベストプラクティスの活用

テンプレートをベースとしたカス
タマイズにより、ベストプラクティス
の活用が可能

EY Policy Sphereのメリット

EY新日本有限責任監査法人および
EY Japanでは、本サービス以外にも、
IFRS導入支援や経理業務プロセス・

システムの改善・高度化、経理財務
人員の育成などを支援することを通
じて、日本企業の競争力強化を支援
します。

これらのサービスについては、以下
へお問い合わせください。

新しい会計方針や、業務の標準化の徹底は容易ではありません。四半期ごとの
アップデートを、グローバルの全てのユーザーに展開するには、効率的な対処方
法が必要です。

EY Policy Sphereは、会計方針の共有と展開プロセスを統合できる、EY独自の
Web ベースのツールです。全ての会計方針、および業務処理マニュアルを掲示す

ることにより、組織全体での共有やアップデート、および必要な情報へのアクセス
が容易になります。

直観的な操作が可能であり、会計方針・業務処理マニュアルの作成、改訂、承認
のワークフロー管理ツールとしても機能する、マルチなデータベースです。

会計方針などのポリシーライブラリとしての役割に加えて、内部統制ドキュメント、
プロセスフロー資料、研修資料などのコンテンツを、トピック、プロセス、事業分野
別に保管・整理できます。会計方針やさまざまなコンテンツを、組織内の多くの
ユーザーに展開する効果的な方法です。

Contact

EY新日本有限責任監査法人
FAAS事業部

Tel: 03 3503 2810
Email: faas_net@jp.ey.com

EY Policy Sphere

EY新日本有限責任監査法人
財務会計アドバイザリーサービス（FAAS）



EY Policy Sphereの機能

EY Policy 
Sphere

カスタマイズ機能・更新管理機能

► 事業内容・管理手法に合わせてカスタマイズ
が可能

► 適宜更新が可能であり、アップデートの履
歴がユーザーから閲覧可能

ナビゲーション機能

► 財務諸表の表示科目や業務プロセスの
一覧から必要な情報にアクセス可能

► 会計方針と業務処理マニュアル、勘定科
目一覧の相互参照が可能

► 会計方針を関連する会計基準にリンクす
ることにより、基準の参照が容易

権限管理

► 各ページ・ユーザーごとに閲覧専用・編集
の権限が設定が可能

多言語対応

► 日本語の他、さまざまな言語に対応可能
であり、グローバルに活用が可能

► 言語の切り替えが可能

カレンダー機能

► ツール上のカレンダーの更新を各ユー
ザーの予定表に自動的に反映可能

► 決算日程などのスケジュール管理の容易化

► 変更時の自動通知

承認機能

► 変更承認のワークフロー

► 情報のバージョン管理機能（過去のバー
ジョンの閲覧が可能）

EY Policy Sphereのイメージ

EY |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world（より良い社会の構

築を目指して）」をパーパスとしています。クライアント、人々、

そして社会のために長期的価値を創出し、資本市場における

信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロ

ジーの実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変革お

よび事業を支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務

およびトランザクションの全サービスを通して、世界が直面する

複雑な問題に対し優れた課題提起（better question）をする

ことで、新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネット

ワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバー

ファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・

リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提供していま

せん。EYによる個人情報の取得・利用の方法や、データ保護に関する法令

により個人情報の主体が有する権利については、ey.com/privacyをご確認

ください。EYのメンバーファームは、現地の法令により禁止されている場合、

法務サービスを提供することはありません。EYについて詳しくは、ey.comを

ご覧ください。

EY新日本有限責任監査法人について

EY新日本有限責任監査法人は、EYの日本におけるメンバーファームであり、

監査および保証業務を中心に、アドバイザリーサービスなどを提供していま

す。詳しくは ey.com/ja_jp/people/ey-shinnihon-llc をご覧ください。
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